
歯科口腔保健の推進に関する法律
（平成二十三年八月十日法律第九十五号）
（目的） 
第一条 　この法律は、口腔の健康が国民が健康で質の高い生活を営む上で基礎的かつ重要な役割を果たしているとともに、国民の日常生活における歯科疾患の予防に向けた取組が口腔の健康の保持に極めて有効であることに鑑み、歯科疾患の予防等による口腔の健康の保持（以下「歯科口腔保健」という。）の推進に関し、基本理念を定め、並びに国及び地方公共団体の責務等を明らかにするとともに、歯科口腔保健の推進に関する施策の基本となる事項を定めること等により、歯科口腔保健の推進に関する施策を総合的に推進し、もって国民保健の向上に寄与することを目的とする。 
（基本理念） 
第二条 　歯科口腔保健の推進に関する施策は、次に掲げる事項を基本として行われなければならない。 
一 　国民が、生涯にわたって日常生活において歯科疾患の予防に向けた取組を行うとともに、歯科疾患を早期に発見し、早期に治療を受けることを促進すること。 
二 　乳幼児期から高齢期までのそれぞれの時期における口腔とその機能の状態及び歯科疾患の特性に応じて、適切かつ効果的に歯科口腔保健を推進すること。 
三 　保健、医療、社会福祉、労働衛生、教育その他の関連施策の有機的な連携を図りつつ、その関係者の協力を得て、総合的に歯科口腔保健を推進すること。 
（国及び地方公共団体の責務） 
第三条 　国は、前条の基本理念（次項において「基本理念」という。）にのっとり、歯科口腔保健の推進に関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。 
２ 　地方公共団体は、基本理念にのっとり、歯科口腔保健の推進に関する施策に関し、国との連携を図りつつ、その地域の状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。 
（歯科医師等の責務） 
第四条 　歯科医師、歯科衛生士、歯科技工士その他の歯科医療又は保健指導に係る業務（以下この条及び第十五条第二項において「歯科医療等業務」という。）に従事する者は、歯科口腔保健（歯の機能の回復によるものを含む。）に資するよう、医師その他歯科医療等業務に関連する業務に従事する者との緊密な連携を図りつつ、適切にその業務を行うとともに、国及び地方公共団体が歯科口腔保健の推進に関して講ずる施策に協力するよう努めるものとする。 
（国民の健康の保持増進のために必要な事業を行う者の責務） 
第五条 　法令に基づき国民の健康の保持増進のために必要な事業を行う者は、国及び地方公共団体が歯科口腔保健の推進に関して講ずる施策に協力するよう努めるものとする。 
（国民の責務） 
第六条 　国民は、歯科口腔保健に関する正しい知識を持ち、生涯にわたって日常生活において自ら歯科疾患の予防に向けた取組を行うとともに、定期的に歯科に係る検診（健康診査及び健康診断を含む。第八条において同じ。）を受け、及び必要に応じて歯科保健指導を受けることにより、歯科口腔保健に努めるものとする。 
（歯科口腔保健に関する知識等の普及啓発等） 
第七条 　国及び地方公共団体は、国民が、歯科口腔保健に関する正しい知識を持つとともに、生涯にわたって日常生活において歯科疾患の予防に向けた取組を行うことを促進するため、歯科口腔保健に関する知識及び歯科疾患の予防に向けた取組に関する普及啓発、歯科口腔保健に関する国民の意欲を高めるための運動の促進その他の必要な施策を講ずるものとする。 
（定期的に歯科検診を受けること等の勧奨等） 
第八条 　国及び地方公共団体は、国民が定期的に歯科に係る検診を受けること及び必要に応じて歯科保健指導を受けること（以下この条及び次条において「定期的に歯科検診を受けること等」という。）を促進するため、定期的に歯科検診を受けること等の勧奨その他の必要な施策を講ずるものとする。 
（障害者等が定期的に歯科検診を受けること等のための施策等） 
第九条 　国及び地方公共団体は、障害者、介護を必要とする高齢者その他の者であって定期的に歯科検診を受けること等又は歯科医療を受けることが困難なものが、定期的に歯科検診を受けること等又は歯科医療を受けることができるようにするため、必要な施策を講ずるものとする。 
（歯科疾患の予防のための措置等） 
第十条 　前三条に規定するもののほか、国及び地方公共団体は、個別的に又は公衆衛生の見地から行う歯科疾患の効果的な予防のための措置その他の歯科口腔保健のための措置に関する施策を講ずるものとする。 
（口腔の健康に関する調査及び研究の推進等） 
第十一条 　国及び地方公共団体は、口腔の健康に関する実態の定期的な調査、口腔の状態が全身の健康に及ぼす影響に関する研究、歯科疾患に係るより効果的な予防及び医療に関する研究その他の口腔の健康に関する調査及び研究の推進並びにその成果の活用の促進のために必要な施策を講ずるものとする。 
（歯科口腔保健の推進に関する基本的事項の策定等） 
第十二条 　厚生労働大臣は、第七条から前条までの規定により講ぜられる施策につき、それらの総合的な実施のための方針、目標、計画その他の基本的事項を定めるものとする。 
２ 　前項の基本的事項は、健康増進法 （平成十四年法律第百三号）第七条第一項 に規定する基本方針、地域保健法 （昭和二十二年法律第百一号）第四条第一項 に規定する基本指針その他の法律の規定による方針又は指針であって保健、医療又は福祉に関する事項を定めるものと調和が保たれたものでなければならない。 
３ 　厚生労働大臣は、第一項の基本的事項を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、関係行政機関の長に協議するものとする。 
４ 　厚生労働大臣は、第一項の基本的事項を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表するものとする。 
第十三条 　都道府県は、前条第一項の基本的事項を勘案して、かつ、地域の状況に応じて、当該都道府県において第七条から第十一条までの規定により講ぜられる施策につき、それらの総合的な実施のための方針、目標、計画その他の基本的事項を定めるよう努めなければならない。 
２ 　前項の基本的事項は、健康増進法第八条第一項 に規定する都道府県健康増進計画その他の法律の規定による計画であって保健、医療又は福祉に関する事項を定めるものと調和が保たれたものでなければならない。 
（財政上の措置等） 
第十四条 　国及び地方公共団体は、歯科口腔保健の推進に関する施策を実施するために必要な財政上の措置その他の措置を講ずるよう努めるものとする。 
（口腔保健支援センター） 
第十五条 　都道府県、保健所を設置する市及び特別区は、口腔保健支援センターを設けることができる。 
２ 　口腔保健支援センターは、第七条から第十一条までに規定する施策の実施のため、歯科医療等業務に従事する者等に対する情報の提供、研修の実施その他の支援を行う機関とする。 
　　　附　則 
　この法律は、公布の日から施行する。 
歯科口腔保健の推進に関する基本的事項における目標
（平成２４年７月２３日厚生労働省告示第４３８号）

	　
	指標
	目標値
（平成３４年度）

	ライフステージ別
	乳幼児期
	３歳児でう蝕のない者の割合の増加
	90%

	
	
	３歳児での不正合等が認められる者の割合の減少
	10%

	
	学齢期
	１２歳児でう蝕のない者の割合の増加
	65%

	
	
	中学生・高校生における歯肉に炎症所見を有する者の割合の減少
	20%

	
	成人期
	２０歳代における歯肉に炎症所見を有する者の割合の減少
	25%

	
	
	４０歳代における進行した歯周炎を有する者の割合の減少
	25%

	
	
	４０歳の未処置歯を有する者の割合の減少
	10%

	
	
	４０歳で喪失歯のない者の割合の増加
	75%

	
	高齢期
	６０歳の未処置歯を有する者の割合の減少
	10%

	
	
	６０歳代における進行した歯周炎を有する者の割合の減少
	45%

	
	
	６０歳で２４歯以上の自分の歯を有する者の割合の増加
	70%

	
	
	８０歳で２０歯以上の自分の歯を有する者の割合の増加
	50%

	
	
	６０歳代における咀嚼良好者の割合の増加
	80%

	定期的に歯科検診又は歯科医療を受けることが困難な者に対する歯科口腔保健における目標、計画
	障害者支援施設及び障害児入所施設での定期的な歯科検診実施率の増加
	90%

	
	介護老人福祉施設及び介護老人保健施設での定期的な歯科検診実施率の増加
	50%

	社会環境の整備に
おける目標、計画
	過去１年間に歯科検診を受診した者の割合の増加
	65%

	
	３歳児でう蝕がない者の割合が８０％以上である都道府県の増加
	２３都道府県

	
	１２歳児の一人平均う歯数が１．０歯未満である都道府県の増加
	２８都道府県

	
	歯科口腔保健の推進に関する条例を制定している都道府県の増加
	３６都道府県


大阪府市町村歯科口腔保健実態調査
１ 調査概要
　大阪府歯科口腔保健計画を策定するにあたり、ライフステージ別に歯科保健の実態を把握し、目標値設定や推進方策を検討するため、府内市町村における歯科保健事業の実施状況（平成23年度）について、調査を行いました。

２ 調査対象

　大阪府内43市町村

３ 調査を実施した歯科保健事業

（１） 妊産婦歯科健診事業

（２） 乳幼児歯科健診事業（政令市・中核市のみ）

（３） 成人歯科健診事業

（４） 在宅寝たきり老人等訪問歯科事業

４ 実施方法

（１） 調査方法

大阪府健康医療部保健医療室健康づくり課から、府内４３市町村に対し、調査票を電子メールにて送付し、電子メールにて回答を得ました。

（２） 調査時期

平成24年８月30日から平成24年９月28日まで

５ 調査結果

（１）回答状況

43市町村中、43市町村から回答を得ました（回答率：100%）。
（２）調査結果

１）平成23年度妊産婦歯科健診実施状況（市町村別）
　２）平成23年度乳幼児歯科保健事業実施状況（市町村別）

　　　※政令市・中核市以外の市町村については、

平成２３年度母子保健関係業務報告におけるデータを記載。
　３）平成23年度成人歯科健診事業実施状況（市町村別）
　４）平成23年度在宅寝たきり老人等訪問歯科事業実施状況（市町村別）

調査結果は、健康づくり課ホームページよりダウンロードすることが可能です。
「食育」と「お口の健康」に関するアンケート調査
１ 調査概要
府民の食生活、生活習慣及び歯と口の健康に関する現状を把握し、現在の大阪府食育推進計画の評価を行うとともに、大阪府歯科口腔保健計画の策定のための基礎資料とするため、調査を行いました。

２ 調査対象
大阪府内の平成24年国民健康・栄養調査対象世帯の満15歳以上の世帯員
３ 調査項目
（１）朝食の摂取の状況

（２）生活習慣の改善及び共食（家族と食事を共にすることをいう。）の状況

（３）歯科健診の受診の状況

（４）歯と口の健康について

４ 実施方法
（１）調査方法

国民健康・栄養調査員が、調査対象者に調査票を配布し、回収しました。
（２）調査時期

平成2４年１０月２５日から平成2４年１２月７日まで
５ 調査結果
（１）回答状況

　525名中488名から回答を得ました（回答率：93.0％）。
年齢別内訳
	
	15～19歳
	20～39歳
	40～59歳
	60歳以上
	未回答

	
	人数
	割合（％）
	人数
	割合（％）
	人数
	割合（％）
	人数
	割合（％）
	人数
	割合（％）

	回答者
	32
	6.6
	119
	24.4
	154
	31.6
	177
	36.3
	6
	1.2


（２）調査結果
調査結果は、健康づくり課ホームページよりダウンロードすることが可能です。
府内の介護老人保健施設における歯科保健の取り組みについての調査

１ 調査概要
大阪府歯科口腔保健計画を策定するにあたり、定期的に歯科健診又は歯科医療を受けることが困難な者に対する歯科保健の実態を把握し、目標値設定や推進方策を検討するため、介護老人保健施設における歯科保健の取り組みについて、実態調査を行いました。

２ 調査対象

大阪府内に所在する介護老人保健施設199施設

３ 調査項目

（１） 施設の入所定員

（２） 歯科医師・歯科衛生士の配置

（３） 歯科医師による歯科健診の実施状況

（４） 口腔ケアの実施状況

（５） 歯科保健に関する取り組みの実施状況

（６） 入所者のニーズについて

４ 実施方法

（１）調査方法

大阪府健康医療部保健医療室健康づくり課から公益社団法人大阪介護老人保健施設協会を介し、大阪府内に所在する介護老人保健施設に、調査票を電子メールまたはＦＡＸで送付し、　電子メールまたはＦＡＸにて回答を得ました。

（２）調査時期

平成25年１月７日から平成25年１月25日まで

５ 調査結果

（１）回答状況

199施設中52施設から回答を得ました（回答率：26.1%）。
（２）調査結果
調査結果は、健康づくり課ホームページよりダウンロードすることが可能です。

府内の障がい者（児）入所施設における歯科保健の取り組みについての調査

１ 調査概要
　大阪府歯科口腔保健計画を策定するにあたり、定期的に歯科健診又は歯科医療を受けることが困難な者に対する歯科保健の実態を把握し、目標値設定や推進方策を検討するため、障がい者（児）入所施設における歯科保健の取り組みについて、実態調査を行いました。

２ 調査対象

　大阪府内に所在する障がい児入所施設12施設、及び障がい者入所施設95施設（合計107施設）

３ 調査項目

（１）施設の入所定員

（２）入所者の構成

（３）歯科医師・歯科衛生士の配置

（４）歯科医師による歯科健診の実施状況

（５）口腔ケアの実施状況

（６）歯科保健に関する取り組みの実施状況

（７）入所者のニーズについて

４ 実施方法

（１）調査方法

平成２４年度版福祉の手引き（大阪府）に記載されている障がい児入所施設、及び障がい者入所施設に対し、大阪府健康医療部保健医療室健康づくり課から調査票を郵送で送付し、　ＦＡＸにて回答を得ました。

（２）調査時期

平成25年1月7日から平成25年1月25日まで

５ 調査結果

（１）回答状況

107施設中86施設から回答を得ました（回答率：80.4%）。
（２ ）調査結果
調査結果は、健康づくり課ホームページよりダウンロードすることが可能です。

参考資料
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